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京都市教育委員会における「学校・幼稚園における働き方改革」取組概要 

１．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識した働き方改革の促進 

（１）勤務時間管理の徹底 

①時間外勤務チェックシート全校導入（平成 23 年 12 月～，表計算ソフトを活用した自己申告方式）

時間外勤務が１ヶ月あたり80 時間を超える教職員について，学校から教委への報告を義務

付け，健康管理医による面接指導や担当業務の見直し等必要な対策を措置。

②バーコード方式による勤務時間管理【平成30年度新規】 

   平成30年10月までに抽出校で試行・平成31年2月から全校で試行，平成31年度に本格

実施予定。 

③学校閉鎖日の拡大【平成30年度新規】 

平成14年度から，教職員の長期的な休暇取得促進を目的としている夏季休業期間中の学校

閉鎖日（平成30年度：8月13日（月）～8月17日（金））に加え，平成30年度から新たに

冬季休業期間中の年末年始の前後３日間（12月27日・28日，翌1月4日）の期間内におい

て，各学校園が原則2日以上の学校閉鎖日（年次休暇取得促進日）を設定。 

④部活動ガイドラインの策定による指導のあり方の見直し（平成29 年4月～）

・小：活動は週3 日以内，1日1時間半程度

・中：週2日以上の休養日の設定（うち土日のうちどちらか1日），平日2時間，休日3 時

間 ※平成30年4月にスポーツ庁の指針を踏まえて改訂 

・高：週1日以上の休養日の設定（月当たり2回程度，土日に休養日を設定することが望ま

しい），長くとも平日3時間，休日4時間）※試案を経て，平成 30年 10月から運用開始

（２）勤務時間・健康管理を意識した働き方改革の促進 

①年3回「教職員の心身の健康の保持・増進について」の通知文を全校・園に通知 

②時間外勤務が 80 時間を超える教職員に対する健康管理医による面接指導の実施の強い推奨

③メンタルヘルス対策

 ・臨床心理士による「メンタルリフレッシュ相談」実施 

・「ストレスチェック」を教職員50人以上の学校（国基準）だけでなく，全校・園で実施 

２．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化 

（１）専門スタッフ等の配置

①教務主任補佐（非常勤講師）の配置拡大【平成 29 年度試行配置，平成 30 年度拡充】

教頭や教務主任へのアドバイス，児童生徒への指導補助，来客・電話対応を行う非常勤講

師を配置【週27時間勤務／小学校8校に8人配置】 

②校務支援員の配置【平成30年度新規】

配布物印刷や授業で使用する機器の準備・片づけ等，教員の業務を代行する非常勤職員を

配置【週30時間又は週15時間勤務／36校園に49人配置】 

資料１－１
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③専科教員（スクールサポーター）の配置（平成11年度～）

音楽・図工・体育・家庭・算数・理科・英語の専科指導を行う非常勤講師を小学6年生に

加えて小学5年生にも配置拡大【小学校152校に80名を配置（週当たり1,052時間）】 

④部活動指導員の配置（平成29年10月～試行配置，平成30年5月～本格実施） 

単独で生徒の指導や引率を行うことができる非常勤職員を配置。 

【週8時間程度／中学校44校45人・高等学校6校6人計50校に51人配置】 

⑤中学・高校部活動での外部コーチ派遣事業の積極的な活用（昭和 59 年度～（平成 28 年度～拡充））

競技経験がないなど顧問による技術指導が困難な場合等に，学校からの希望に基づき派遣，

平成28年度から予算額を中学校3倍，高等学校2倍に増額するとともに，派遣要件を緩和。 

⑥その他負担軽減につながる職員・ボランティア等 

・日本語指導：日本語指導ボランティア（平成11年度～），母語支援員（平成 22 年度～），

通訳ボランティア（平成 19 年度～），留学生による母語支援活動（平成 27 年度～）

・英 語 教 育：ＡＬＴの配置（昭和54年度～）

・総合育成支援教育：総合育成支援員（平成 20 年度～），総合育成支援教育ボランティア（平成 18 年度～）

・理 科 教 育：観察実験アシスタント（平成19年度～）

・学校図書館：学校司書（平成21年度～）

・不登校等対応：スクールカウンセラー（平成 7 年度～），スクールソーシャルワーカー（平成 20 年度～）

・登下校安全対応：スクールガード・リーダー（平成 17 年度～），学校安全ボランティア（見守り隊）

（平成17年度～），地域ボランティアによる登下校の見守り

・そ の 他：学校支援ボランティア（平成 12 年度～），学生ボランティア（平成 15 年度～）

（２）業務の適正化 

①学校事務職員の役割・標準職務内容の明文化（平成22年3月制定） 

学校事務職員の役割と標準職務の明確化による学校事務の標準化・効率化を通して，教員

の業務負担を軽減 

②学校事務に係る学校間連携（平成 26 年度～，平成 28 年度全中学校 70 ブロックへ拡大）

中学校区単位（ブロック）の事務職員を組織化し，学校事務体制・機能を強化・充実。 

３．学校組織運営体制の在り方 

（１）事務職員の標準職務（平成22年3月制定）完遂を目指した指導・育成，学校間連携によ

る事務機能の強化（上記２．（２）再掲）

（２）ミドルリーダーや若手教員の育成等 

 ①主幹教諭・指導教諭の配置（平成21年度～）

②教務主任（平成 28 年度～）・主幹教諭（平成 29 年度～）対象の学校経営等に関する研修の実施

③「京都市ＯＪＴ実践ガイドライン」の策定（平成 27 年 3 月試案，平成 29 年 3 月改訂版）

４．学校における働き方改革の実現に向けた環境整備 

（１）本市独自予算や，国の各種加配制度の活用による教員配置の充実（少人数教育） 

（平成１５年度～，教員一人あたりの児童・生徒数の少なさ（手厚さ）は政令市でトップクラス）
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（２）学校運営協議会の設置促進（平成16年度～，詳細は６．参照） 

（３）ＩＣＴ活用による業務負担軽減 

①校務支援システム（平成25年度～試行実施，平成26年度～本格実施）

30年度には，自宅の個人パソコンから利用できる（リモートアクセス）機能を運用開始。 

②掲示板システム（平成19年度～），eアンサーシステム（平成22年度～） 

 通知・照会文書の電子掲示板やeアンサーシステムへの移行により，情報伝達を効率化し，

文書収受業務の負担を軽減。 

③学校園ホームページ作成支援システム（ＣＭＳ）（平成20年度～） 

④教職員庶務事務システム（平成29年度～本格稼働） 

教職員の服務や出張旅費申請，人事給与関連届出や人事情報登録を行うための情報処理シ

ステムを導入し，事務の効率化とペーパーレス化を実施。

  ⑤財務会計システム（平成 17 年度～），預り金システム（平成 21 年度～），校内予算管理システム（平成 23 年度～）

学校財務事務を標準化・効率化し，事務処理の省力化，意思決定の迅速化，現金保有負

担削減。また，預り金システムにより，保護者からの未徴収対応事務を削減。 

⑥総合教材ポータルサイト（平成26年度～本格運用） 

イントラネット上に，授業づくりや校内研修・自己研鑽に資するコンテンツを一元集約

した総合教材ポータルサイトを開設。自宅のパソコンやスマートフォン等からアクセスで

きる「おうちポータル」も開設し，育児休業中の者も利用可。

（４）学校現場の業務改善に向けた環境整備等 

①学校現場の業務改善プロジェクト（平成19年度～）

  学校現場（校長会・教頭会・教務主任会・事務研究会）と教委との協働によるプロジェ

クトを発足し，学校現場の業務の必要性や方法等を抜本的に見直し，校務の情報化や照会

回答の〆切の統一等，主に情報システム面からの業務改善を推進。 

②学校現場の業務改善プロジェクト「時間外勤務縮減部会」（平成29年度～） 

「学校現場の業務改善プロジェクト」の部会として平成29年度に設置。 

教育委員会各課と小・中学校の校長会・教頭会・教務主任会，モデル校等が参画し，学校

現場での働き方改革推進，教職員の時間外勤務縮減に向けた取組全般にわたる検討を実施。 

③「学校・幼稚園の働き方改革推進宣言」策定（平成30年3月）

「時間外勤務縮減部会」での議論等を踏まえ，今後の働き方改革の様々な取組を，保護

者や地域の方の理解・協力のもとで進めて行くため，京都市ＰＴＡ連絡協議会・各校園長

会と教育委員会が連名で策定。 

④学校・幼稚園における働き方改革推進校・園の指定【平成30年度新規】

働き方改革推進のモデルとなる実践を行う学校・幼稚園を公募の上で指定。

（指定校・園には校務支援員や教務主任補佐を配置）。

・指定校数：40 校園（幼2園，小28 校，中5校，高4校，支援1 校）

・具体的取組：別紙参照
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５．校園長会の取組 

（１）小学校長会の取組 

全校対象のアンケート調査を実施し，各校の取組の共有等を行い，平成 31 年 1 月から，

電話応対終了時刻を原則19時，退校時刻を19 時30 分とする指針を策定。

（２）中学校長会の取組 

 ①統一閉鎖時刻日の設定（平成27年11 月～試行実施，平成28 年度～本格実施）

毎週水曜日は19 時に学校を閉める，大会の時期以外にノー部活デーの設定等

 ②「働き方改革」に係るアンケート実施，分析，委員会への提言，電話対応終了時刻の指針

の策定に向けて協議中。

（３）高等学校長会の取組 

高等学校長会「プリンシパルプランＣチーム」において，取組の共有や定時退校日設定や

業務の効率化・総量の縮減等に向けた取組を協議。また，全日制各校（8校）それぞれで電

話応対終了時刻を設定・実施済み。

（４）総合支援学校長会の取組 

総合支援学校長会「働き方改革プロジェクト」において，医療的ケア児対応等の「総合支

援学校固有の働き方」を踏まえた取組の検討や，退校時刻の遵守，電話応対終了時刻設定の

全校実施等に向けて検討・協議中。

（５）幼稚園長会の取組（平成３０年４月「学校・幼稚園の働き方改革推進宣言」配布時に周知）

   全園統一して「水曜日はノー残業デー」，「電話の取次は原則18 時」を設定。

また，各園の取組の共有，年次休暇取得推進に向けた長期休業期間中の研修のあり方の

見直し等について検討を行っている。

６．保護者・地域との連携 

（１）京都方式の学校運営協議会（平成16年度本格導入開始）

   保護者や地域が学校の応援団として，学校運営にボランティア参画し（理事会・企画推

進委員会），学校・教職員の活動を支援。

  ○理事会（全市で約2,400名が参画）

学校運営に関する基本的な方針（学校経営方針）の承認と学校関係者評価を実施。

○企画推進委員会（全市で約5,300 名が参画）

 地域が主体として運営し，学校が参加する取組を企画・推進

（２）市民ボランティアの参画（約25,000名が参画） 

   市民の方々が職業，専門性，特性等を活かし，居住する校区だけでなく京都市全市の学

校教育活動に参画。
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「学校・幼稚園における働き方改革推進校・園」の取組事例 

１．時間を意識した働き方改革の推進 

（１）勤務時間管理に関すること 

 ○「学年会を行う曜日」，「保護者向けおたよりを作成する曜日」等，放課後の時間の使い方を固

定化することで，業務のメリハリをつける。

 ○退校時刻を意識して見通しをもって業務にあたるため，退校時刻を超えて勤務する必要がある

場合は，退校時刻の１時間半前に管理職に申し出る。

（２）教職員の意識改革に関すること 

 ○働き方改革に向けたスローガンを設定して職員室に掲示し，毎月全員で黙読する時間を設定。

 ○「働き方改革＝生き方改革」と位置付け，縮減した時間を何に使いたいのか，自分が本当にや

りたいのは何か見つめなおし，その上で子どもたちがどうなってほしいと思っているのかを教

職員で話合い，これまでの学校における教育活動を見直すプロジェクトを立ち上げ。

２．業務の効率化 

（１）会議に関すること 

 ○センターサーバやドキュワークスを活用した職員会議のペーパレス化。

 ○職員会議の議題を精選し，その以外の連絡事項は校務支援システムの掲示板に掲載。

（２）授業準備・教材研究に関すること 

 ○授業準備にあたり，経験豊富な先輩教員が若手教員に作成手順や段取りを指導。

 ○各教員が作成した教材のデータをセンターサーバで共有。

（３）学校組織や運営体制，校務分掌に関すること 

 ○主要な分掌は，主任と副主任の複数体制を取り，年度末の引継の時間を減らす。

 ○行事終了後すぐに反省と検証を行い，その場で次年度の要項を更新して引き継ぐ。

（４）外部人材の活用 

 ○校務支援員に，簡易な宿題プリントやテストの丸つけや，翌日使用する教材の印刷・仕分，掲

示物の作成補助や貼替え等を任せ，教員は授業準備等の業務に専念。

 ○部活動指導員に休日の指導・引率を１人で任せることで，顧問が休むことができている。

３．業務の精選・適正化 

（１）行事のあり方に関すること 

 ○学習発表会，運動会は日頃の学習を活かしたものにする。

○年度当初の負担軽減のため，運動会や修学旅行の時期を春から秋へ見直し。

（２）休日の行事に関すること 

 ○模擬試験やオープンスクール等の週休日の勤務の精選を行う。

（３）研究・研修に関すること 

 ○文章の多い指導案を，ポイントを押さえたコンパクトな指導案に変更。

 ○小グループで話し合う場面を取り入れ，短時間で効果的に研修を深めるよう工夫。

（４）学校等が行う調査や家庭への連絡に関すること 

 ○学級だよりを廃止し，学年だよりに一本化する。

（５）ＰＴＡや地域等主催の行事に関すること 

 ○ＰＴＡ行事等を，土日に学校行事を実施する日と同日実施とし，休日の出勤を減らす。

 ○休日等の地域行事の参加について，地域の方と相談の上，参加教職員数や参加行事数の適正化

を行う。



昭和54年度

昭和59年度

平成 7年度

平成 8年度 ・メンタルリフレッシュ相談開始

平成11年度

平成14年度
※（国・市）完全学
校週５日制導入

・夏季休業期間中の学校閉鎖
日導入（幼４日間，それ以外の
校種３日間）

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度
※（市）年間授業
日205日以上（給
食実施日197日）

・夏季休業期間中の学校閉鎖
日を拡大（全校種５日間）

平成19年度

平成20年度

平成21年度
・勤務時間管理調査研究（タイ
ムカード方式）

平成22年度
・勤務時間管理調査研究（IC
カード方式）

平成23年度
・勤務時間管理全校実施（表
計算ソフト方式）

・総合育成支援教育ボランティア活用開始

・「事務効率化プロジェクト」発足
・中１の30人学級導入
・理科支援員（観察実験アシスタント）配置開始
・通訳ボランティア派遣開始
・掲示板システム導入

・総合育成支援員配置開始（必要な全学校・幼稚園に配置）
・スクールソーシャルワーカー配置開始
・学校園ホームページ作成支援システム（ＣＭＳ）導入

・主幹教諭・指導教諭配置開始
・学校司書の配置開始
・通知「学校事務職員の役割と標準職務について」
・預り金システム導入

・日本語・適応指導員（母語支援員）配置開始
・ｅアンサーシステム導入

・校内予算管理システム導入

・専科教員（スクールサポーター）配置開始
・日本語指導ボランティア活用開始

・小１の35人学級導入
・学生ボランティア活用開始

・小２の35人学級導入
・スクールカウンセラー全中学校配置完了
・学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）本格導入開始

・スクールカウンセラー全高校配置完了
・スクールガードリーダー配置開始
・学校安全ボランティア活用開始
・財務会計システム導入

中央教育審議会答申（平成31年1月25日）における検討の視点

【「学校・幼稚園の働き方改革」主な取組の実施経過（時系列まとめ）】

・運動部活動外部コーチ制度導入

・スクールカウンセラー配置開始

１．勤務時間管理の徹底と
勤務時間・健康管理を意識し
た働き方の促進

２．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

３．学校の組織運営体制の在り方

４．学校における働き方改革の実現に向けた環境整備

・ＡＬＴ配置開始
（※国ＪＥＴプログラムはS62～）
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中央教育審議会答申（平成31年1月25日）における検討の視点

１．勤務時間管理の徹底と
勤務時間・健康管理を意識し
た働き方の促進

２．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

３．学校の組織運営体制の在り方

４．学校における働き方改革の実現に向けた環境整備

平成24年度

・通知「時間外勤務の縮減等
による教職員の健康の保持・
増進について」「教職員の健康
の保持・増進について」
（以降，随時発出）

平成26年度

平成27年度 ・ストレスチェック全校導入

平成28年度

・「小学校運動部活動等ガイド
ライン(案)」運用開始
・「中学校運動部活動等留意
事項（試案）」運用開始

平成29年度

・「小学校運動部活動等ガイド
ライン」運用開始
・「中学校運動部活動等ガイド
ライン(案)」運用開始
・「高等学校運動部活動等留
意事項（試案）」運用開始

平成30年度

・バーコード方式による出退勤
管理システムの導入（ 開発・
試行， 本格実施）
・学校閉鎖日（年休取得促進
日）の拡充（ 冬季休業期間
中に2日間拡大）
・中学校運動部活動ガイドライ
ンの改訂・徹底 ※
・高等学校運動部活動ガイドラ
インの策定・運用開始　※

・学校事務に係る学校間連携試行実施（平成27年度拡大，平成28
年度全ブロック実施）
・校務支援システム（C4th）全校導入

・スクールカウンセラー全小学校配置完了
・学校司書全小・中・総合支援学校配置完了
・「京都市ＯＪＴ実践ガイドライン（試案）」策定
・「おうちポータル」開設
（・「事務効率化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」を「学校現場の業務改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」に改
称）

・運動部活動外部ｺｰﾁ制度予算拡大・派遣要件緩和
・教務主任対象研修（学校経営等）開始

※中学校・高等学校の運動部活動ガイドラインについては，30年12月に通知された文化庁の文化
部活動ガイドラインを踏まえて，31年4月までに「部活動ガイドライン」として改訂予定。

・「学校現場の業務改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」内に「時間外勤務縮減部会」設置
・教務主任補佐の試行導入
・部活動指導員の試行導入
・「京都市ＯＪＴ実践ガイドライン（改訂版）」策定
・主幹教諭向け研修（学校経営等）開始
・庶務事務システム導入
・教育委員会・校園長会・ＰＴＡの連名の「学校・幼稚園の働き方改
革推進宣言」策定

・校務支援員の配置（ 36校・園・49人）
・部活動指導員の拡充（ 5校・5人→ 50校・51人）
・教務主任補佐の拡充（ 4校・4人→ 8校・8人）
・スクールサポーター（専科教員）の小6から小5への拡充
・「学校・幼稚園の働き方改革推進宣言」周知
・「学校・幼稚園における働き方改革推進校・園」40校・園指定
・校務支援システム「リモートアクセス」運用開始

・スクールカウンセラー全総合支援学校配置完了
・総合教材ポータルサイト開設



京都市立小学校・中学校教諭の平日の勤務状況等について 

１．調査の概要等 

平成２９年度「学校現場の業務改善プロジェクト 時間外勤務縮減部会」におい

て，調査実践モデル校（小学校２校，中学校２校）を対象に，大まかな勤務実態を

把握するために，文科省実施の勤務実態調査と同内容の調査を行った（調査の詳細

は，下記３の通り）

  なお，月８０時間超に相当する教諭の割合は，文科省の調査結果とほぼ同等であ

った（小学校約３割，中学校約６割）。

２．調査結果（平日１日あたりの教諭の勤務状況） 

業務内容等 小学校 中学校 

児童生徒と一緒に過ごす業務等※１ ８時間２６分 ８時間３４分

それ以外の業務※２ ２時間１８分 ２時間１３分

合計在校時間 １０時間４４分 １０時間４７分

※１「授業」「学習指導（補習等）」「生徒指導」「部活動」等の直接児童生徒と関わる業務 

及びそれに付随する「授業準備」「成績処理」「学年・学級経営」等 

※２「会議・打合せ」「事務・報告書作成」「校内研修」「保護者・ＰＴＡ対応」等 

３．参考：勤務実態調査の詳細等 

（１）文科省の勤務実態調査 

○調査内容：７日間の勤務実態の記録（30 分単位） 

○調査期間：平成 28 年 10 月～11 月の特定の１週間 

○対象校等：小学校 397 校・8,951 人，中学校 399 校・10,687 人 

○対象職種：管理職，教諭，主幹教諭，指導教諭，講師，養護教諭，栄養教諭 

（２）京都市教育委員会（調査実践モデル校）の勤務実態調査 

文科省調査と同じ調査内容・調査対象職種で実施。 

○調査期間： 平成 29 年 11 月末～冬休み前までの学校が指定する１週間 

○対象校等：小 2校・59 人，中 2校・56 人 
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京都市では，これまでから，「開かれた学校づくり」の下，保護者・地域の皆様の御支援と，教職員の熱意あふれ

る取組により，学校・保護者・地域が一丸となって，子どもたちの確かな学力・豊かな心・健やかな体の育成に取

り組んでまいりました。

一方，文部科学省が平成２８年度に実施した教員勤務実態調査結果では，小学校教員の３３％，中学校教員の

５７％がいわゆる「過労死ライン」である月８０時間以上の時間外勤務をしている実態が明らかになる等，全国的

に教職員の長時間勤務は大きな問題となっております。

京都市の学校・幼稚園においても，所定の勤務時間（夜間定時制等を除き，８時３０分～１７時を基準に各校園で設定）

を大きく超える時間外勤務や部活動・行事等による土日・休日出勤等，上記の全国調査とほぼ同様の多忙な実態が

あり，教職員の長時間勤務の解消は喫緊の課題です。

こうした中，京都市教育委員会・市立学校各校園長会・京都市ＰＴＡ連絡協議会では，「学校・幼稚園の教育活動

の一層の充実のため，教職員が子どもと向き合う時間を確保し，いきいきとやりがいを持って働くことのできる環

境をつくっていくことが必要である」との思いを共有し，今後，相互に連携し，様々な角度からの見直し等も行い

ながら，より一層の働き方改革を推進することと致しました。

京都市では，平成１４年度に他都市に先駆けて夏季休業期間中の休暇取得の促進のため「学校閉鎖日」を設定し，

さらに，会議や学校行事の精選，ＩＣＴによる事務の効率化，独自予算による少人数教育の推進等に取り組んでま

いりましたが，今後は，より適正な教職員の勤務時間管理に努めるとともに，教職員一人一人が授業改善や自己研

鑽に取り組むことでその専門性を一層高め，質の高い教育を実践できる環境を作るため，各学校・幼稚園の状況を

踏まえながら，以下のような取組を進めてまいります。

また，京都市ＰＴＡ連絡協議会は，各学校・幼稚園と連携して，教職員が，一人一人の子どもたちによりしっか

りと向き合える教育環境の実現に向け，各学校・幼稚園の取組を支援してまいります。

保護者の皆様におかれましては，学校・幼稚園の働き方改革に向けた取組の推進について，御理解・御協力を賜

りますようお願い申し上げます。

たとえば・・・・・ 

平成３０年３月 

京都市教育委員会・京都市ＰＴＡ連絡協議会・京都市立幼稚園長会・京都市小学校長会 

京都市立中学校長会・京都市立総合支援学校長会・京都市立高等学校長会 

●閉校時刻・電話対応終了時刻の設定 

 学校・幼稚園の業務や電話対応を終了する時刻を曜日ごとに設定する等の取組 

●校務支援員(教員の業務を補助するスタッフ)，部活動指導員の配置（中学校・高等学校）， 

小学校の専科教員（スクールサポーター）の増員などの人的措置

●「部活動ガイドライン」に基づく部活動休養日や適切な練習時間の設定 

※学習や家庭での生活時間，地域活動等，多様なものに目を向ける時間の確保，スポーツ障害の防止や疲労回復の点からも大切です。 

【本市の部活動ガイドライン等で定めている部活動休養日等】 

   小学校：練習は週３日以内（１日の活動時間は１時間半程度を上限） 

   中学校：週２日以上の部活動休養日(平日１日・土日１日)，練習時間は平日２時間，休業日は３時間程度

   高等学校：週１日以上の部活動休養日，平日１日の練習時間は２～３時間程度以内 

教育委員会・学校園・ＰＴＡは，相互に緊密に連携し， 

学校・幼稚園の働き方改革に向けた取組をより一層推進してまいります。 
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中央教育審議会学校における働き方改革特別部会を中心とした主な国の動向等 

○中央教育審議会へ「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校に

おける働き方改革に関する総合的な方策について」大臣諮問（H29.6.22）

○中央教育審議会 学校における働き方改革特別部会「学校における働き方改革に係る緊急提言」

（H29.8.29） 

⇒教職員の長時間勤務の看過できない実態の改善に向けて「今できることは直ちに行う」ことを全

ての教育関係者に呼びかけ，それぞれの立場から取組を実行することが目的 

○中央教育審議会「新しい時代の教育に向けた持続可能な学習指導・運営体制の構築のための学校に

おける働き方改革に関する総合的な方策について」（中間まとめ）（H29.12.22） 

中間まとめのポイント 

①「学校における働き方改革」の背景・意義等 

 →・「日本型学校教育」を維持し，新学習指導要領を着実に実施するためにも，教師が心身共に健康で，

教師の日々の生活の質や教職人生を豊かにすることで，教師の人間性を高め，児童生徒に真に必要な

総合的な指導を持続的に行うことのできる状況を作り出すため，働き方改革を進める必要がある。

②学校・教師が担う業務の明確化・適正化（※下記図参照）

→・これまで学校・教師が担ってきた業務を図の通り分類。

  ・業務の役割分担・適正化を着実に実行するため，国，教育委員会等，各学校の３者の役割を明確化。

③学校の組織運営体制の在り方（○○委員会，○○主任等） 

→類似の内容を扱う委員会等については，校内の委員会等の合同設置や構成員の統一等

④勤務時間に関する意識改革と制度面の検討 

→勤務時間管理の徹底，適切な勤務時間の設定，教職員全体の働き方に関する意識改革（保護者や地域

の理解を得るよう努める），公立学校の教師の時間外勤務の抑制に向けた制度的措置の検討。

⑤「学校における働き方改革」の実現に向けた環境整備 

→・教職員及び専門スタッフ等，学校指導・運営体制の効果的な強化・充実

 ・勤務時間の適正化や業務改善・効率化への支援

緊急提言のポイント 

①校長及び教育委員会は学校において「勤務時間」を意識した働き方を進めること。 

 →ICTやタイムカード等の勤務時間を客観的に把握するシステムの構築
保護者・地域住民等に教員の勤務時間について理解を得るための取組の推進 等

②全ての教育関係者が学校・教職員の業務改善の取組を強く推進していくこと。 

 →教育委員会における，学校に対する業務改善方針・計画の策定。

  校務支援システムの活用による業務の効率化や ICTの活用による教材の共有化 等
③国として持続可能な勤務環境整備のための支援を充実させること。 

→学校・教職員の勤務時間管理及び業務改善の促進。

 「チームとしての学校」の実現に向けた専門スタッフの配置促進。（教員の事務作業をサポートする

スタッフ等。）等

【諮問事項】 

①学校が担うべき業務の在り方について

②教職員及び専門スタッフが担うべき業務の在り方及び役割分担について

③教員が子供の指導に使命感をもってより専念できる学校の組織運営体制の在り方及び勤務の在り方

について
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【参考（中間まとめのポイント②関連）】 

これまで学校・教師が担ってきた代表的な業務の在り方に関する考え方 

○文部科学大臣「学校における働き方改革に関する緊急対策」（H29.12.26） 

○スポーツ庁「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（H30.3.19） 

⇒運動部活動で週２日以上の休養日を設定。教員の長時間解消の一方策として，運動部活動におけ

るガイドラインが策定された。校長は学校の設置者が策定する「運動部活動の方針」に則り，毎

年度，「学校の運動部活動に係る活動方針」を策定する必要がある。

○文化庁「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（H30.12.25） 

⇒運動部活動同様，文化部活動で週２日以上の休養日を設定。校長は学校の設置者が設置する「学

校に係る文化部活動の方針」に則り，毎年度，「学校の文化部活動に係る活動方針」を策定する

必要がある。

緊急対策のポイント → 緊急対策は以下の 4つの柱で構成 

①学校・教師の業務の役割分担・適正化を着実に実行するための方策

②学校が作成する計画等・組織運営に関する見直し

③勤務時間に関する意識改革と時間外勤務の抑制のための必要な措置

④「学校における働き方改革」の実現に向けた環境整備

主な具体的な方策

・学校や教師・事務職員等の標準職務のモデル案を作成。

・文部科学省内に教職員の業務量を俯瞰し，一元的に管理する組織を整備。

・給食公会計化を基準とした上で，公会計化導入に向けたガイドラインを作成。

・平成２９年度末までに部活動ガイドラインを作成。

・長期休業期間において学校閉庁日の設定を促す。

・政府全体の「働き方改革実行計画」において，原則月 45時間，年 360時間を参考にしつつ，勤務時
間に関する数値で示した上限の目安を含むガイドラインを検討。



受験者全員への個人面接実施，指導案作成・模擬授業等，多面的に
教員としての資質・適性を判断。民間人面接官導入による選考過程の

透明性を確保。また,採用内定者への13日間の研修を実施。

自己目標申告書を使用し，教職員の資質向上
につなげる「教職員評価システム」と，給与へ
反映する教職員評価「査定評価」を実施。

若手からベテランまでの教員・講師の熱意
と努力を顕彰するため，毎年，実施。（30年
度は233名,10団体を表彰）

15年度,政令指定都市で初めて設置。規模･内容において
全国トップクラス。約2万点の優れた実践に基づく学習
指導案がそろう。カリキュラム作成，校内研修を支援。
教師を目指す大学生や京都教師塾生にも開放。

夜9時まで開館するセンター等で，教育委員会，教員の自主
的な研究会（128団体）による研究・研修を実施。

12３大学等と協定を締結し，約2,000人の学生が学
校の教育活動支援等に参画。また，教職を目指す
多くの学生をインターンシップとして受入れ。

18年9月開設（政令指定都市初）。
大学生・社会人等に「教師になろう」とする
志気を高め，実践的指導力を育成。
第１０期：３３４人，第１１期：２７０人，
第１２期：２５０人，第１３期：２４３人が入塾。

日本初の教員養成学科を19年４月開設。
「知性・志・実践力」溢れる教育者を養成。

採 用

市立塔南高校教育みらい科

～１２３大学等と共同研究等協定締結～

学生ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ･ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの推進

京都教師塾

ｶﾘｷｭﾗﾑ開発支援ｾﾝﾀｰによる支援

養 成

教員採用試験・採用前研修の充実

京都市における教員養成・採用支援体制等の構築

ストレート
マスター

実践
・
研修
・
共同
研究
・
評価

総合教育ｾﾝﾀｰ，各研究会等による研修

スクール
リーダー

教育実践功績表彰制度

義務教育段階からの
キャリア教育

＜教員養成支援室の機能＞
①大学・大学院との連携により教師を育成する。
②大学・大学院の研究と現職教員の研究・研修を融合す
るとともに大学の教員養成のあり方についての実践的
提言を行う。

③京都教師塾・教育実習・学生ボランティア事業など，
教員養成事業の充実を図る。

「大学のまち・京都」と「教育先進都市・
京都」の機能の連携・融合により，
「教員養成のメッカ・京都」を創造

「教員養成支援室」の設置（18年4月）

20年度に「大学のまち・京都」の特性を活かし
て公私8大学※により開設された，全国初の
「連合」教職大学院。実務家教員の派遣や運
営への参画により，理論と現場での実践の融
合を図る。
※29年度から7大学（京都教育大，京都産業大，京都女子大，
同志社大，同志社女子大，佛教大，龍谷大）立命館大は28年
度末に離脱し，29年度から単独で教職大学院を設置。31年度
から京都橘大学が新規加盟予定。

専門職大学院

「連合」教職大学院

志高く実践的指導力を有する教員の養成
一人一人の子どもを徹底的に大切にする教育のさらなる推進

学校現場を体験し，教師としてのあり方
を学ぶ教育実習を充実。大学と学校・
市教委で教員養成連絡協議会設置。

教育実習の充実

～養成から採用，研究，研修，教員評価も含めた一貫した取組～

教職員評価制度

資料３


